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１ 産業廃棄物処理の経緯と現状 

廃棄物の排出抑制、適正処理及び生

活環境の清潔保持による生活環境の保

全と公衆衛生の向上を図ることを目的とし

た「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（以下「廃棄物処理法」という。）に基づき、

事業活動によって生じた廃棄物のうち、燃

え殻、汚泥、廃油など法令で定めるものは

産業廃棄物として、それ以外の廃棄物は

一般廃棄物として、処理されています。 

一 般 廃 棄 物については、市 町 村 が一

般廃棄物処理計画を策定し、その計画に

従って処理を行うこととなっています。 

事業活動に伴って生じた廃棄物につい

ては自らの責任において適正に処理しな

ければならないと規定されており、自ら処

理するか処理業者に委託することになりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別管理産業廃棄物 

産業廃棄物 

特別管理産業廃棄物 

以外の産業廃棄物 廃棄物 

特別管理一般廃棄物 

一般廃棄物 

特別管理一般廃棄物 

以外の一般廃棄物 

昭和４５年１２月２５日、旧清掃法が改

正され、廃棄物処理法が公布されました。

その中で産業廃棄物の処理について、事

業者処理の責任が明確化されています。 

近年の経済活動の活発化、国民のライ

フスタイルの変化に伴い廃棄物の発生量

が増加し、その種類も多様化しています。 

一方で、最終処分場など廃棄物処理

施設の確保も困難となっております。また、

不法投棄等の不適正処理が大きな社会

問題となるなど、廃棄物処理を取り巻く状

況は極めて深刻なものとなっています。 

このような背景から、廃 棄 物処 理 法は

幾 度となく改 正 が行われ、その都 度 、規

制が強化されています。平成１５年以降だ

けでも、廃棄物であることの疑いがある物

に対する都道府県等の調査権限の拡充、

未遂罪の創設など不法投棄等に係る罰

則の強化、緊急時の国の調査権限の創

設、廃棄物の収集運搬における目的罪の

創 設、環 境 大 臣の指 示 権 限の創 設、保

健所設置市に係る事務の見直し、産業廃

棄物管理票制度の強化、無確認輸出に

関する罰則の強化等の措置が講じられて

きました。 

そのほか、優良な業者を選択できるよう

な制度作りが進められており、平成２３年４

月１日からこれまでの「優良制評価制度」

が「優良認定制度」へと新しくなりました。

これにより、産業廃棄物処理業者が申請

手続きの際に、「遵法性」、「情報公開」、

「環境保全への取組み」、「経理的基礎」

等から認定基準に適合することが確認さ

れた場 合、許 可 期 限を５年から７年 に延

長できるようになりました。なお、岐阜市で

は平成２８年３月３１日現在、優良認定制

度適合業者となった事業者は５事業者で

す。 

 

産業廃棄物の種類 

①燃え殻②汚泥③廃油④廃酸⑤廃ア

ルカリ⑥廃プラスチック類⑦紙くず⑧木

くず⑨繊維くず⑩動植物性残渣⑪動物

系固形不要物⑫ゴムくず⑬金属くず⑭

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器

くず⑮鉱さい⑯がれき類⑰動物のふん

尿⑱動物の死体⑲ばいじん⑳１３号廃

棄物（①～⑲の産業廃棄物を処分する

ために処理したもので、これらの産業廃

棄物に該当しないもの） 
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２ 産業廃棄物のようす 

産業廃棄物は、排出事業者自らの処

理が原則ですが、その適正処理を確保

するために①産業廃棄物処理基準②産

業廃棄物委託基準③産業廃棄物保管基

準④産業廃棄物処理施設の構造基準⑤

産業廃棄物処理施設の維持管理基準が

それぞれ定められており、これらの基

準が遵守されるよう指導を行っていま

す。 

また、廃棄物処理法を補完するため

に、「岐阜県廃棄物の適正処理等に関す

る条例」（以下「条例」という。）が施

行され、土地所有者による廃棄物の不

適正処理に関する監視義務、排出事業 

者による処理委託の確認義務、廃棄物

処理法により規制されない小規模な焼

却施設に対する規制等が設けられてい

ます。 

 

３ 法による規制 

（１）産業廃棄物処理業の許可  

産業廃棄物の収集運搬若しくは処

分を業として行おうとする場合には産

業廃棄物処理業の許可が必要になりま

す。 

岐阜市においては、平成２３年４月

に改正された廃棄物処理法に基づく事

務合理化により許可業者数は大幅に減

少し、平成２８年３月３１日現在６４

事業者となっています。 

 

平成２７年度産業廃棄物処理業の新規許可件数       （平成２８年３月３１日現在） 

積替有 積替無 計 中間処理 最終処分 中間･最終 計

新規 0 0 0 0 0 0 0 0

更新 2 1 3 5 0 0 5 8

変更 0 0 0 0 0 0 0 0

新規 0 0 0 0 0 0 0 0

更新 0 1 1 0 0 0 0 1

変更 0 0 0 0 0 0 0 0

新規 0 0 0 0 0 0 0 0

更新 2 2 4 5 0 0 5 9

変更 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 2 4 5 0 0 5 9

合　　計

区分
収集運搬業 処分業

合計

産業廃棄物

特別管理
産業廃棄物

 

平成２７年度産業廃棄物処理業の許可状況         （平成２８年３月３１日現在） 

積替有 積替無 計 中間処理 最終処分 中間･最終 計

21 3 24 30 0 1 31 55

3 3 6 3 0 0 3 9

24 6 30 33 0 1 34 64

産業廃棄物

特別管理産業廃棄物

合　　計

収集運搬業 処分業
合計区分
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（２）産業廃棄物処理施設の設置許可 

産業廃棄物処理施設を設置しようと

する者は、自らが排出する廃棄物を処

理する場合、又は、他人の廃棄物を処

理する場合を問わず、設置にかかる許

可を受ける必要があります。 

許可申請に対し、具体的には、最終

処分場を設置する場合、又は、処理能

力２００kg／時間以上の焼却施設を設

置する場合等に、構造に関する審査、

生活環境影響に関する審査及び申請者

の能力の審査を行います。 

 

（３）基準の遵守 

産業廃棄物排出事業者及び産業廃棄

物処理業者は、産業廃棄物処理基準を

遵守して産業廃棄物を処理する義務が

あります。 

また、産業廃棄物処理施設設置者は

維持管理基準を遵守する義務がありま

す。 

 

産業廃棄物処理施設の設置状況 

（平成２８年３月３１日現在）  

施 設 名  施 設

汚 泥 の脱 水 施 設  1 

木 くず等 の焼 却 施 設  1 

木 くず・がれき類 の破 砕 施 設  14 

最 終 処 分 場  4 

合 計  20 

 

立入検査の実施状況 

年 度  23 24 25 26 2７ 

事 業 場  3,790 3,567 4,286 4,959 3,128

処理業者 334 313 316 342 257

合 計  4,124 3,880 4,602 5,301 3,385

 

（４）条例に関すること 

①産業廃棄物処理計画書の作成 

条例第１７条の規定により、一定

規模以上の産業廃棄物排出事業者は、

産業廃棄物処理計画書を作成すると

ともに、産業廃棄物管理責任者を選

任し、これを提出しなければなりま

せん。 

 

②県外産業廃棄物の県内搬入の届出 

条例第２０条の規定により、県外

において発生した産業廃棄物を処分

するために県内に搬入する者は、あ

らかじめ届け出が必要です。 

 

③小規模産業廃棄物処理施設の設置

等の届出 

条例第２１条の規定により、産業

廃棄物の処分を行うために廃棄物処

理法第１５条に規定する産業廃棄物

処理施設以外の施設を設置しようと

する者は、あらかじめ届け出が必要

です。 

 

④小規模廃棄物焼却施設の設置の届 

 出 

条例第２８条の規定により、火床

面積０．５㎡以上又は処理能力３０

ｋg／時間以上の一般廃棄物及び産

業廃棄物の焼却施設を設置する者は、

あらかじめ届け出が必要です。 

 

条例関係の届出状況 

 

年 度  23 24 25 26 27

処 理 計 画 書  3 6 5 3 46

県 内 搬 入 届  188 146 122 120 126

小 規模 処 理 施 設 0 0 0 0 0

小 規模 焼 却 施 設 0 0 0 0 0
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（５）産業廃棄物処理業者の年間取扱実績 

 

産業廃棄物            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別管理産業廃棄物       
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(単位 : t) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

24 25 26 24 25 26

燃　　え　　殻 120 1,853 488 364 0

汚　　　　　泥 6,937 4,569 1,428 1,478 1,246

廃　　　　　油 261 249 206 196 172

廃　　　　　酸 5 5 64 54 43

廃 ア ル カ リ 17 4 44 37 29

廃プラスチック類 20,098 21,620 13,893 9,321 9,629

紙　　く　　ず 1,135 1,077 585 1,932 477

木　　く　　ず 10,440 11,291 40,433 49,287 78,732

繊  維  く  ず 1,097 282 202 1,970 783

動植物性残さ 3 218 0 0 0

動物系固形不要物 121 95 0 0 0

ゴ  ム  く  ず 0 0 0 0 0

金  属  く  ず 2,773 3,385 1,097 1,719 1,281

ガラスくず等 15,299 18,984 14,214 21,693 15,688

鉱　　さ　　い 1,610 245 325 137 151

が  れ  き  類 60,865 31,614 125,159 108,794 78,407

動物のふん尿 0 0 0 0 0

動物の死体 0 0 0 0 0

ばいじん 0 651 0 0 0

13号廃棄物 0 0 0 0 0

混合廃棄物 22,118 13,490 4,003 3,840 4,726

合　　　　　計 142,899 109,632 0 202,141 200,822 191,364

区　　　分
処　分　業収集運搬業

24 25 26 24 25 26

引 火 性 廃 油 14 1,057 3 3 3

腐 食 性 廃 酸 200 226 12 12 12

腐食性廃アルカリ 0 0 0 0 0

感染性産業廃棄物 952 2 0 0 0

特定有害廃PCB 544 478 0 0 0

特定有害PCB汚染物 14 0 0 0 0
特定有害指定下水汚泥 0 0 0 0 0

特定有害鉱さい 0 0 0 0 0

特定有害廃石綿等 0 0 0 0 0

特定有害ばいじん 2,335 2,460 0 0 0

特定有害燃え殻 0 0 0 0 0

特定有害廃油 0 0 0 0 0

特定有害汚泥 0 0 0 0 0

特定有害廃酸 1 0 0 0 0

特定有害廃アルカリ 0 0 0 0 0

13号特定有害廃棄物 0 0 0 0 0

合　　　　　計 4,060 4,223 0 15 15 15

区　　　分
処　分　業収集運搬業

※平成 25 年度分より岐阜県が収集運搬業の実績報告の実施をとりやめたことから、

平成 26 年度分より岐阜市も収集運搬業の実績報告の実施をとりやめた。 


